チャランケ通信　第42号　2013年12月9日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
　東工大で年金の講義を担当、初めての年金講義に戸惑い

先週は、月曜日から上京し、週末の金曜日に帰札するというハードスケジュールな生活となったのだが、考えてみれば議員時代には普通の生活スタイルであり、20年近くも継続してきたものだった。そうした中で、12月3日の午後には東京工業大学の大学院で「年金制度について」の2回目の講義を行った。1回目は、1週間前の11月26日日で、主として年金とは何なのか、賦課方式か積立方式か、拠出建てか給付建てか、といったかなり原理的な問題について講義をしたのだが、なにせ年金制度について初めて大学で講義をしたことでもあり受講生には理解しにくかったのではないか、と思われた。そもそも小生が、年金について切実な問題として考えるようになったのは40代も後半のことで、老後生活についての見通しが求められるようになる時に考えるのが一般的で、大学院生とはいえ20代半ばの独身者が多い中では、切実感が伴っておらず、制度論そのものがなかなか理解しにくかったせいでもある。

年金の負担と給付の世代間格差は出る。それは不公平なのか

　そこで、2回目の12月3日は、最近話題になって来た年金についての世代間の格差問題について焦点を当てて、90分間の時間のほとんどすべてを格差問題について費やしてみた。私の話した年金の格差問題についての結論は、負担と給付の比率の世代間格差は、なるほどあることは事実であるが、それでも一番割を食っていると思われる若者の負担した保険料総額よりも、受給できる年金総額のほうが多く、それが不公平かどうかは別問題で、今の若者が受給できる時の生活水準は、今の年金受給者が若い時に生活していた水準よりもはるかに良いわけで、それほど問題視する必要はないのではないか、ということに尽きるという点にある。もちろん、今の年金制度には是正すべきことが山のようにあるのだが、制度不信を植え付けるような格差問題のとらえ方に警鐘を乱打した次第である。

　若者は、損しているから団塊の世代になりたいとは思っていない

ちょうど12月2日と3日の両日にわたって、朝日新聞のオピニオン欄で「未来への発想委員会」が最初のテーマとして「負担増を捉えなおす」を議論しており、その中から朝日新聞論説委員の浜田陽太郎さんが指摘していた「『1億円トクする』と言われても、団塊の世代にはなりたくない」と28歳の社会学者、古市憲寿氏が書いていることを紹介している。東京工業大学の講義で、そのことについて触れたところ、最後にこれに関連して、「では、峰崎先生は、今の時代に若者になりたいですか」という質問が出た。私は、「今もし２０歳代に戻れるのであれば、どんなことがあっても戻りたい。青春とは何物にも代えがたい価値があると思う。」と答えたのであるが、果たして、質問者が望んだ答えになっていたかどうか、自信はないのだが・・・。

メディアの発想の転換を求めた牧原出東大教授の卓見

この２日間にわたる朝日新聞紙上に掲載された各界の専門家の意見の中で、東京大学教授の牧原出さんの「まずメディアの発想転換を」という意見に注目した。冒頭から次のように指摘する。

　「消費税率の引き上げは『負担増』なのだろうか。受益に見合った負担を果たすために必要なものだとは考えられないだろうか。

　そう発想を変えられない大きな理由が、新聞などのマスメディアの消費税報道だろう。最初に消費税を導入したときは、・・・(中略)・・・　、メディアの『拒否反応』に直面した。消費税導入により、政治に対する目が厳しくなり、政治改革が実現した側面は無視できない。だが半面、あたかも消費税を悪者のように扱う報道が多かった。この状況は、メディアが真っ先に変えなければならない。たとえば、消費税と言えば枕詞(まくらことば)のように『逆進性』と書くのは、事実上反感をあおっている。より冷静に必要性を説くべきだ。」　

　このメディアに対する見方について、私自身もその通りだと思う。メディアがこの国の財政や税制問題に与えた影響は、まことに強いものがあったが故に、この国の今日の惨状があるともいえるわけで、それを指摘した牧原教授の卓見と掲載した朝日新聞の度量に敬意を表すべきであろう。かつて、メディアが持っている問題として、メディアはビジネスだということからくる弊害として、社会が大きく変化するが故に社会からのニーズがあり、変化を待望するのがメディアの習性となる。だからメディアは戦争が大好きのだ、と喝破した学者がいたが、けだし、そうなのかもしれないと思う。

徳富蘇峰の大転換、国民新聞主筆が日清戦争支持、新島八重の驚き

この点で印象的なのは、今終わりを迎えようとしているNHK大河ドラマ「八重の桜」のなかで、日清戦争が勃発したときのことである。キリスト者として戦争というものに対する反対の姿勢を貫いた新島襄の愛弟子で、国民新聞主筆であった徳富蘇峰が、戦争を支持し日本軍の勝利を求める愛国者の姿勢に転換している現実に対し、八重があまりにもその変わりように驚いている場面が出てくる。このことも、できたばかりの国民新聞ではあったが、本質的にメディアというものの持っている問題点が早くも露呈したものと言えないだろうか。それは、この後の日露戦争や第二次世界大戦でのメディアの戦争翼賛へと連なっていくことにも表れているように思われる。

歴史的犯罪になるだろう、新聞の軽減税率適用要求

他方で、牧原教授が消費税について「逆進性」という枕詞をつけている問題を指摘されているのだが、それ以上に問題なのは、今回の消費増税にあたってその「逆進性」を緩和すると称して食料品と並んで新聞への軽減税率の適用を求めていることだろう。軽減税率の最大の問題は、一度それが個別の物品に適用され始めれば、次々に拡大してどこまでも拡大し続け、収拾できないほどひどくなる危険性が大きい点にある。税を決めるのは政治であり、その政治はまさに個別産業や企業の利害を背に受けた「族議員」なのだ。新聞だけは、と言っても週刊誌から風俗雑誌類や電子ブックなど、次から次へと軽減税率の対象が増大し続ける突破口になることは目に見えている。大手の新聞や新聞社の経営下にあるテレビなどが、軽減税率に対して反対の論陣を張らないことは、国民にその弊害をなんら抉り出さないことに通ずるわけで、大いなる問題と言えよう。

みんなの党の分裂、来年は再び政界再編成への蠢動の始まりか

それにしても、今回の特定秘密保護法の強行採決には、政権与党の側のおごりを感ずるのは小生だけではあるまい。今後この悪法の問題点をどのように変えていけるのか、引き続き努力していく以外にはあるまい。ただ、民主党をはじめとする野党陣営内部は、それぞれ問題を抱えて一枚岩とは言えず、みんなの党では江田元幹事長グループが分裂して新党を作ることになったようだ。野党側は、どのように自民・公明政権に対抗しうる力を作ることができるのか、大きな課題になってきた。

どうやら、この５５日に及んだ臨時国会は、まさに安倍政権の本質がようやくあらわになった国会と言えよう。恐らく、集団的自衛権の拡大解釈から将来的には憲法改正までも視野に入れ始めたのだろう。今後の安倍政権の行方に対して、厳しく対峙していける政治勢力の結集こそ今必要になっている。来年早々から、その動きが蠢動し始めるに違いない。きちんとした理念、政策、情熱を持った政治家の結集こそ、今必要になっている。
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